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需要データ未通知件数の推移

7⽉：788(1.26%)

5⽉：1908(5.35%)

6⽉：1382(2.51%)
7⽉1例⽇

7⽉平均
7/7〜7/29採録分

5⽉平均
5/10〜6/24採録分

6⽉平均
6/8〜7/26採録分

改善計画で⽰した対策の結果、7⽉各例⽇の検針⽇から7営業⽇時点の平均
未通知件数は788件(未通知率1.26%)と 6⽉に⽐べ約半数に減少

検針⽇からの営業⽇

「7営業⽇」
平均未通知数
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 4〜6⽉分の未通知解消件数と7⽉分の未通知発⽣件数が均衡し、未通知総数は20,000件前後
で推移

需要データ未通知件数の推移（総数）

8⽉2⽇時点
19,715件

7⽉21⽇時点
19,633件6⽉30⽇時点

20,711件



個別対策による未通知の解消（7⽉1例⽇分）

※１：システム上スマートメーター、旧型計器と認識しているもの
※２：旧型計器からスマートメーターへ切り替えたもの
※３：出向検針にて収集した検針値を管理するデータベース

51
※１

旧型計器

42
※１

スマート
メーター

201
※２

旧型計器

11営業⽇：294件

1

0

65

※遡及登録分
13件を除く

19営業⽇：66件
※遡及登録分

6件を除く異動情報を確認した上で、
異動データの再登録・⽋
測補完。託送システムへ
反映しない場合は直接⼊
⼒

MDMS⼜は検針DBの
データを託送システムに
直接⼊⼒

出向検針DB※3、MDMS
のデータ登録状況を分析
（原因特定作業）
→現場出向・再アップ
ロードの実施

配電SWシステム、写真
等で指針を探し、判明し
たものについて⼊⼒

個別対策
前回報告時点

7⽉29⽇時点

７⽉１例⽇分については、詳細分析結果に基づき、個別対策を追加実施することにより未通
知はほぼ解消。今後、これを⼿順化し、他の例⽇に適⽤していく

①

②

③

④
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・・・計器取替情報
の未反映

・・・1契約2計器で
異動処理が遅延



7営業⽇までの通知に向けた対応

1営業⽇ 2営業⽇ 3営業⽇ 4営業⽇ 6営業⽇ 7営業⽇５営業⽇事前

⽇程情報
更新パッチ

MDMS再連携

出向依頼

追加

前倒
し

前倒し

前倒し

検針期間の補正処理

ＭＤＭＳから検針DBへ⼿動に
よる検針データの再連携

システムにより現場出向指⽰が出ないスマート
メーター分のリモート検針による⽋測値の再収集

検針DBから託送契約・料⾦DBへ⼿動による検
針データの再連携

託送契約・料⾦DBからの
出⼒条件を再設定

旧→SM取替対象を迅速に
確認、異動⼊⼒

 個別対策(①~④※1)の追加実施に伴い、各種対策のスケジュールを⾒直し、7営業⽇までの通知を⽬指す

出向依頼 出向依頼
①

現場出向
再ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ

ﾘﾓｰﾄ要求
(1回⽬)

ﾘﾓｰﾄ要求
(2回⽬)

30分値
再連携

30分値
再連携

出⼒ﾂｰﾙ 出⼒ﾂｰﾙ

取替未整理
対象確認※2

④
現場確認

③
諸元登録

取替未整理
対象確認 ※1：○数字は前スライドの個別対策

※2：計器取替情報（旧型→SM）の
未処理による未通知
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②データ直接⼊⼒（託送システム）

追加

④
現場確認

③
諸元登録

①
現場出向

再ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ

①
現場出向

再ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ
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未通知解消に向けた体制

暫定運⾏チーム
（未通知解消チーム）

派遣スタッフ

Ａチーム

社員（専任）

総括チーム

Ｂ〜Hチーム

【全体管理】
・未通知処理状況、スケジュール管理
・処理対象リスト作成、割振り、集約
・他グループへの依頼、調整
・⼿順書の作成、各チーム指導

【異動処理・使⽤量確定処理対応】
・異動データの再登録、⽋測補完等
システム処理
・処理状況進捗管理(昼、⼣)、分析、報告

派遣

派遣

【取替未整理対応】
・⼯事管理部⾨への計器取替情報確認依頼
・処理状況進捗管理(昼、⼣)、分析、報告

５名

５名

計１７名
（４チーム）

１８名

計６５名（社員：３０名 派遣：３５名）

計２３名

計３７名
計２０名
（7チーム）

以下の体制で8⽉末の個別対策を実施し未通知解消を⽬指す

※Hチームは7⽉以前分を担当



【需要データ未通知解消状況】

【発電データ未通知解消状況】

【発電量の通知遅延の主な要因】
１．システム出⼒帳票が正常に出⼒されない不具合
２．旧型計器によるスイッチングや計器取替情報の連携不具合

【対応】
●⾃動公開を中⽌し、⼿作業にて帳票作成・通知を実施
●７営業⽇以内の通知を実現するため、現在の対応社員３名を６名に増員

未通知解消状況および対応について

6⽉30⽇ 7⽉21⽇ 8⽉2⽇
4⽉分 40 0 0
5⽉分 3,642 0 0
6⽉分 12,297 1,044 1,007
7⽉分 - 7,525 5,786

計 15,979 8,569 6,793
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※未通知は、全数低圧（ほぼ全て太陽光）

6⽉30⽇ 7⽉21⽇ 8⽉2⽇
4⽉分 31 26 23
5⽉分 5,051 3,780 1,986
6⽉分 15,628 9,353 7,833
7⽉分 - 6,474 9,873

計 20,710 19,633 19,715



確定使⽤量の誤通知対応状況

 6⽉までの通知対象件数192万件のうち、⼩売電気事業者から問い合わせの
あった4,902件の中で、7⽉末時点で誤通知と判明したものは541件

 誤通知の要因は全てヒューマンエラーによるものであり、主な発⽣原因は、
検針値がシステムへ⾃動連携されない不具合対応として⼈⼿によりシステム
登録を⾏った際の誤登録とシステム操作⼿順の誤りによる誤算定

 ヒューマンエラーについては、作業⼿順等の品質向上対策を作業者へ周知
徹底するとともに、操作⼿順のエラーを⾃動検知する機能をシステムへ追加
するなどの対策を順次実施

 ⼩売電気事業者さまに対しては、順次、正誤判定の調査結果を回答するとと
もに正しい検針値を報告

 上記対応について、使⽤量等チェック対策チームを5名から20名に増員（８⽉
12⽇までに順次増員）し、判定の加速化を図るとともに、⼩売事業者さま毎
の専任窓⼝を整備し、回答を早期化
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⼩売電気事業者さまへの対応

⼩売電気事業者さまの主な声
①顧客に対して、当社が原因と説明しても信⽤してもらえず、新電⼒に切り替えたことが

原因と誤解されており、顧客の離脱につながることを懸念
②電気使⽤量データが⾒つからないものについては、前年同⽉値での協定が基本とのこと

だが、顧客のことも考えなければならず、安易に協定できない
③当社に対して、問い合わせをしても電話が繋がらず、繋がって⽤件を伝えたとしても、

その折り返し電話が深夜に来るため、対応ができない
④通知遅延、未通知および協定に伴い発⽣した費⽤等について損害賠償請求を検討

上記を踏まえた対応状況
①当社名の⼩売電気事業者さまの顧客向けお詫び⽂書の交付、当社ホームページのトップ

画⾯へのお詫びとFAQの掲載、お問い合わせ専⽤窓⼝の設置
②前⽉値等での協定、電気のご使⽤者さまのご使⽤実態を踏まえた協定の実施
③ご要請、お問い合わせ、協定の協議等をワンストップでお受けできるよう⼩売電気事業者

さま毎に専任の担当者を8⽉12⽇までに設置
申込受付に関する電話やメールでのお問い合わせに対する応答率向上および迅速な回答の
ため、対応窓⼝を増強（7⽉末に⼀部増強済み。今後更に増強）

④損害賠償請求に対しては、個別に対応する⽅針

 ⼩売電気事業者さまのご要望を踏まえて各種対応を検討、実施
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⼩売電気事業者さまとの協定

 未通知対象データのある全⼩売電気事業者さまに対して、訪問または電話により、状況の
ご説明と協定のお願いを実施

 ４⽉および５⽉分については、現在、⼩売電気事業者さまと協定に係る協議を実施中
 今後は６⽉分以降について、できうる限り電気使⽤量データを確定させたうえで、協定に

係る協議を開始予定

4⽉および5⽉分の協定の進捗状況

協定対象件数 8⽉3⽇現在の協定値
確定件数（完了率）

東京電⼒エナジー
パートナー株式会社 2,350件 966件（41%）

その他⼩売
電気事業者 646件 148件（23%）
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現地対策本部の体制
これまで 今後 増分

現地対策
本部付  本部⻑・副本部⻑・リエゾン 6名 15名 ＋9名

お問い合わせ
専⽤窓⼝  電気の使⽤者に対する専⽤窓⼝ 20名 20名 －

NSC
 託送業務の定常運⾏の実施（使⽤量確定通知、

託送料⾦計算・請求ほか）
 ⼩売・発電事業者の専任化（３１名体制）等

約550名※ 約670名※ +120名

暫定運⾏T  未通知解消（需要・発電）に係る暫定運⾏の
計画、実施

9名
（兼任）

65名
（専任） +56名

総⽀社・⽀社  現場応動 180名 180名 －

暫定対策T  暫定運⾏の効率化に係る業務⾯、システム⾯
の具体策の検討・実施 20名 20名 －

恒久対策T

 正常運⾏に向けた業務⾯、システム⾯の具体
的な恒久対策の検討、実施

 業務・システム全体を俯瞰した未通知原因の
究明、及び確定使⽤量通知・料⾦計算等の正
常運⾏に向けた対策の検討

10名 20名 +10名

使⽤量等
チェック対策T

 誤通知の判定・要因分析及びシステム修正の
実施 5名 20名 +15名

合 計 約800名 約1,000名 +210名
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※7⽉1⽇報告の現地対策本部約600名に加えて
NSCの定常運⾏に係る要員(約200名)を含む
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対策本部

現地対策本部

対策本部スタッフ
（事務局・対策評価・モニタリング）

ＨＤリスク管理事務局

ＨＤリスク管理委員会
ＨＤ社長・ＨＤ関係役員

総支社・支社総支社・支社総支社・支社

現地対策本部事務局

現場応動
小売・発電事業者・その顧客

ＰＧ監査役

使用量等チェック
対策チーム

恒久対策チーム暫定対策チーム暫定運行チーム
（需要・発電）

• PGパワーグリッドサービス部
• HDシステム企画室
• テプコシステムズ
• SIベンダー

• PGパワーグリッドサービス部
• HDシステム企画室
• テプコシステムズ
• SIベンダー

• PGパワーグリッドサービス部
• テプコシステムズ
• SIベンダー

電気のご使用者さま
お問い合わせ専用窓口

20名

670名 20名20名

10名

１３名

４５事業所
180名

・ＰＧ経営企画室
・ＰＧ業務統括室
・ＨＤ企画室

リエゾン派遣

65名
20名

対策本部長：ＰＧ社長
対策副本部長：ＨＤ担当役員

現地対策本部長：ＰＧＳ部長
副本部長：ＰＧＳ部担当部長

• PGパワーグリッドサービス部

約1,000名

20名

小売事業者
対応専任Ｔ

NSC

託送業務の定常運
行の実施（使用量
通知、託送料金計
算・請求ほか）

増員後の対応体制

システム担当役員
（ＰＧ役員）

総括担当役員
（ＰＧ役員）


